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価値観 



１．価値観 

1.1.企業理念と経営ビジョン 

・Hondaは「人間尊重」と「三つの喜び（買う、売る、創る喜び）」を基本理念にしている 
・このような基本理念に基づいて、Hondaは1948年の創立以来、今日に至るまで常に時代の要請に 
 先駆けた新しい価値を持った高品質な商品、世界中のお客様に適正な価格で提供すると共に、 
 地球環境の保全や、より安全なモビリティー社会の実現を目指し、企業活動を行ってきた。 



１．価値観 

1.1.企業理念と経営ビジョン 

基本理念 運営方針 

Hondaグループの恒久の信念 Hondaグループの行動要件 

Hondaグループの目的・存在理由 

Honda社是 

HondaフィロソフィーはHonda従業員が共有する価値観であり、あらゆる企業活動の基準 



１．価値観 

1.1.企業理念と経営ビジョン 

ロボティクス 

エネルギー 

モビリティ 

持続的な成長ロードマップ 

＜2030年ビジョン＞ 



１．価値観 

1.2.社会との接点 

マテリアリティ・マトリックス 

ステークホルダーの視点を踏まえた 
課題の評価 

自社だけでなくステークホルダーの視点を踏まえ、課題を可視化し整理、全社戦略へ反映 
→ 「カーボンフリー社会の実現」 「交通事故ゼロ社会の実現」 



ビジネスモデル 



２．ビジネスモデル 

2.1.市場勢力図における位置づけ Hondaの事業概要（製品別） 



２．ビジネスモデル 

2.1.市場勢力図における位置づけ Hondaの事業概要（地域別） 



２．ビジネスモデル 

2.1.市場勢力図における位置づけ（二輪事業） 
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２．ビジネスモデル 

2.1.市場勢力図における位置づけ（四輪事業） 



２．ビジネスモデル 

2.1.市場勢力図における位置づけ（四輪事業） 

現在のHondaの 
ビジネスモデル 



２．ビジネスモデル 

2.2.1競争優位の源泉となる経営資源・無形資産 

多様な製品 二輪、四輪 
パワープロダクツ、航空機 

グローバルネットワーク 

グローバル生産能力 540万台(四輪) 

研究開発支出 6,853億円/年 

技術力 

事業基盤 

グループ会社 

従業員 

ブランド 
ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾌﾞﾗﾝﾄﾞ価値 

20位 



２．ビジネスモデル 

2.2.3.収益構造・牽引要素（ドライバー） 

事業別収益 地域別収益 



２．ビジネスモデル 

2.2.3.収益構造・牽引要素（ドライバー） 

グローバルモデルと地域専用モデルの強化 

四輪車の「デザイン」と「走り」 

グローバル  相互補完 

カーボンフリー社会と交通事故ゼロ社会の実現 

電動化技術の導入強化 

先進安全技術の導入への取り組み 



持続可能性・成長性 



３．持続可能性・成長性 

Hondaは事業活動を行うと同時に、企業市民として社会的な責任を果たすべく、 
環境や安全への取り組みを積極的に行っています 

社会から存在を期待させる企業を目指す 

3.1.ＥＳＧに対する認識 



３．持続可能性・成長性 

3.1.ＥＳＧに対する認識 

ESGはHondaのビジョン、企業活動の中に組み込まれている 

Honda環境・安全ビジョン（2011年設定） 



３．持続可能性・成長性 

3.２.主要なステークホルダーとしての関係性の維持 

社会的責任投資の代表的な指標である 

Dow Jones Sustainability World Index 

の構成銘柄に2年連続で選定 
 

Dow Jones Sustainability Asia/Pacific Index 

の構成銘柄に4年連続で選定 



マテリアリティ・マトリックス 

ステークホルダーの視点を踏まえた 
課題の評価 

自社だけでなくステークホルダーの視点を踏まえ、課題を可視化し整理、全社戦略へ反映 
→ 「カーボンフリー社会の実現」 「交通事故ゼロ社会の実現」 

3.２.主要なステークホルダーとしての関係性の維持 

３．持続可能性・成長性 



市場環境の変化 

市場の変化によるリスク 

製品の価格変動 

事業等の変化によるリスク 

1.為替、金利に関するリスク 

2.法律、規制に関するリスク 

法規制リスク 

為替変動 

知的財産の保護 法的手続き 

3.事業特有のリスク 

金融事業特有のリスク 
特定の原材料および 

部品の外部業者への依存 
他社との業務提携・合弁 

戦争・テロ・政情不安・ 
ストライキ等の影響 

自然災害等 情報セキュリティ 

退職給付に関わるリスク 
ブランドイメージに 
関連するリスク 

3.3.事業環境の変化リスク 

３．持続可能性・成長性 



3.3.事業環境の変化リスク 

３．持続可能性・成長性 



戦略 



４．戦略 

4.1.バリューチェーンにおける影響力強化、事業ポジションの改善 

2030年ビジョン 



４．戦略 

4.1.バリューチェーンにおける影響力強化、事業ポジションの改善 



開発 営業 

生産 

日 本 

南 米 
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中 国 
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コトづくりを含む 
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既

存

の

強

み

 

+ 
新

た

な

強

み

 

Hondaの強み 

世界2,800万人の 

顧客・市場基盤 

二輪・四輪・PPでの 

多岐にわたる 

技術力・モノづくりの力 

欧 州 パワー 
プロダクツ 

二輪 

航空機 

他 

100年を超えて 

存在を期待され続ける 
2030ビジョン 

お客様のライフスタイルに合わせた 

新たなビジネスモデルの推進と 

事業間のシナジー創出 

盤石な財務基盤と 

キャッシュ創出力 

財

務

面

 

すべての人に 

“生活の可能性が拡がる喜び” 

を提供する 

開発・生産・営業が一体のクルマ創り 

SED開発システム 

６極体制を 

「地域の協調と連携」へ進化 

四輪 

４．戦略 

4.1.バリューチェーンにおける影響力強化、事業ポジションの改善 

オープン 
イノベーション 



４．戦略 

4.2.経営資源・無形資産等の確保・強化 



４．戦略 

4.2.1.人的資本への投資 

＜グローバル人材マネジメントのアプローチ＞ 

＜グローバルHRマネジメント関連図＞ 

OJTを基盤とする人材育成 

＜人材に関する取り組み＞ 

グローバルリーダー育成 

グローバルジョブグレード制度の構築 

Hondaフィロソフィーの伝承 

英語公用化の推進 

ダイバーシティーの推進 



４．戦略 

4.2.2.技術（知財資本）への投資 

独立組織で価値創造 新領域の研究開発を加速 「R&D センターX」を開設 

これまでとは異なるアプローチで 
新価値領域を担う研究開発組織 

「R&D センターX」を、 
2017 年4 月に開設 

オープンイノベーションのグローバル展開 

＋ 



４．戦略 

4.2.3.経営資源・無形資産等の確保・強化（ブランド） 



４．戦略 

4.2.5.成長加速の時間を短縮する方策＝変革のパートナーシップ 



４．戦略 

マテリアリティ・マトリックス 
ステークホルダーの視点を踏まえた 

課題の評価 

自社だけでなくステークホルダーの視点を踏まえ、課題を可視化し整理、全社戦略へ反映 
→ 「カーボンフリー社会の実現」 「交通事故ゼロ社会の実現」 

4.3.ESG・グローバルな社会解題（SDGS）の戦略への取り込み 



４．戦略 

4.4.経営資源・資本配分（キャピタルアロケーション）戦略 

クリーンで安全・安心な社会へ 

多様な社会・個人への対応 
社会特性や個人の状況に合わせた、最適な商品・サービスの提供 

「移動」と「暮らし」の価値創造 
自由で楽しい移動の喜びの提供 

-世界中の一人ひとりの「移動」と「暮らし」の進化をリードする -  

喜びの 
創造 

喜びの 
拡大 

喜びを 
次世代へ 

生活が変わる・豊かになる喜びの提供 

カーボンフリー社会の実現をリード 交通事故ゼロ社会の実現をリード 

質の追求による成長 

経営資源の有効活用 
注力すべき 
事業視点 



地域の「協調と連携」 変革のパートナーシップ 既存のビジネスの盤石化 

どの地域でも通用する 
強いモデルに育てること 

グローバルモデル 

地域専用モデル 

お客様ニーズの近い地域同士が 
連携し共通のモデルを企画すること 

開発 営業 

生産 

+ 

FIT/JAZZ 

R&D Center X 

New Organizational Structure  

Connectivity  

Honda CONNECT  

Joint Research  utilizing 5G 

mobile communication 

system 

Autonomous Driving  

Shared & Services  

AI Technologies  

for Automated Driving 

(U.S.) 

(China) 

(Asia) 

-Motorcycle 

Electrification  

-EV Motor 

-China EV 

-FC Stack &  

Next Generation  

Battery  

Development 

Global Startup Collaboration  

Program for Open Innovation 

４．戦略 

4.4.経営資源・資本配分（キャピタルアロケーション）戦略 



４．戦略 

4.4.2.無形資産の測定と投資戦略の評価・モニタリング 



成果と重要な成果指標(KPI) 



５．成果と重要な成果指標（KPI） 

5.1.財務パフォーマンス 



５．成果と重要な成果指標（KPI） 

5.1.1.財務状態及び経営成績の分析 



5.1.1.財務状態及び経営成績の分析 

５．成果と重要な成果指標（KPI） 
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5.1.2.経済的価値・株主価値の創出状況（株価および株主還元の状況） 

５．成果と重要な成果指標（KPI） 

0
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5,000
株価推移 

配当総額 

自己株式取得額 

2010年以降、株価は微増に留まるも、安定配当および増配を実施 

*
* 

配当総額・配当性向推移 

2010年度 
実績 

2011年度 
実績 

2012年度 
実績 

2013年度 
実績 

2014年度 
実績 

2015年度 
実績 

2016年度 
実績 

2017年度 
実績 

2018年度 
(予想） 

１株当り配当金（年間） 54 60 76 82 88 88 92 100  (108) 



5.2.戦略の進歩を示す独自KPIの設定 

社内では重点課題毎にＫＰＩの設定を行っているが、対外的にはアナウンスを行っていない 

５．成果と重要な成果指標（KPI） 



5.4.資本コストに対する認識 

５．成果と重要な成果指標（KPI） 

質問 
※投資家と企業の対話ガイドラインより 

回答 

経営陣が資本コストを把握した上で収益力・資本効率等
に関する目標を設定しているか？ 

株主の期待する収益を踏まえて、収益計画を設定している。 
ROE(株主資本利益率)を意識しながらROS等の目標を
設定している。 

中長期的に資本コストに見合うリターンを上げているか？ 
Hondaの10年平均のROE(8.0%)は資本コスト(**%)
を上回っている。 

資本コストに見合う観点から、設備投資・研究開発投資・
人材投資等を戦略的・計画的に行っているか? 

株主の期待する収益も踏まえ、将来の投資および研究開
発を行っている。 

経営・投資戦略を踏まえ、資本コストを意識した、資本構
成や手元資金の活用を含めた財務管理の方針を策定し
運用しているか？ 

株主の期待する収益も踏まえ、健全な財務体質を維持し
ながら、将来の成長に不可欠な研究開発や事業拡大のた
めの投資および出資などに充てている。 



ガバナンス 



６．ガバナンス 

6.1.経営課題解決にふさわしい取締役会の持続性 



CEO 代表取締役社長  代表取締役副社長 COO 

戦略・事業・地域担
当 

R&D担当 営業担当 生産担当 管理担当 

専務取締役 専務取締役 専務取締役 専務取締役 

取締役 相談役 取締役 取締役 

社内 社内 

社内 社内 社内 社内 

社内 

取締役 

取締役 取締役 

鈴木 雅文 

Suzuki Masafumi 

取締役 取締役 

社内 社内 

社外 社外 

社外 社外 社外 

業務執行取締役 非業務執行取締役 

監査等 
委員会 

 独立社外取締役比率は、全体の1/3以上。監査等委員会では過半数。女性は2人 

 新たに執行副責任者を設置 ⇒ 取締役執行責任者からの執行権限の委譲を進め、取締役はより監督に集中 

研究子会社 
副社長 

副本部長 副本部長 副本部長 

業務執行取締役が業務執行を行っていた担当領域に、 
副本部長を設置し、取締役から業務執行を委任する体制へ移行開始 

業務の 
監督に 
より集中 

６．ガバナンス 
6.2.社長、経営陣のスキルおよび多様性（取締役会メンバーと役割） 



６．ガバナンス 

6.2.社長、経営陣のスキルおよび多様性 

（抜粋 参考） 

取締役の候補者は、人格・見識に優れ、Honda の経営を監督することのできる人物を、 
性別・国籍等の個人の属性にかかわらず、取締役会の決議によって決定しています。 



６．ガバナンス 

6.3.社外役員のスキルおよび多様性 

Honda では、豊かな経験と高い見識に基づき、客観的で広範かつ高度な視野から 
当社の経営を監督いただける方を社外取締役に選任しています。（独立性に留意） 

現在、取締役会の1/3以上、監査等員会の1/2以上が社外取締役 



６．ガバナンス 

6.4.戦略的意思決定の監督・評価 



６．ガバナンス 

6.5.利益配分の方針 

当社は、グローバルな視野に立って世界各国で事業を展開し、企業価値の向上に努めています。 
成果の配分にあたりましては、株主の皆様に対する利益還元を経営の最重要課題のひとつとして位置
づけており、長期的な視点に立ち将来成長にむけた内部留保資金や連結業績などを考慮しながら決定
していきます。 
 
配当は、配当金額の親会社の所有者に帰属する当期利益に対する比率（配当性向）30％を目処に
実施していきます。当社の剰余金の配当は、年4回の配当を基本的な方針としています。配当の決定機
関は、取締役会としています。 
また、資本効率の向上および機動的な資本政策の実施などを目的として自己株式の取得も適宜実施
していきます。 
 
内部留保資金につきましては、将来の成長に不可欠な研究開発や事業拡大のための投資および出資と
健全な財務体質の維持に充てていきます。 
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6.6.役員報酬制度の設計と結果 

Hondaコーポレートガバナンス基本方針13条 
当社の役員報酬制度は、企業価値の継続的な
向上を可能とするよう、短期のみでなく中長期的
な業績向上への貢献意欲を高める目的で設計 
 
月度報酬は、多様で優秀な人材を引きつけること
ができるよう、他社の水準等を考慮して相応な金
額を支給。 
役員賞与は、各事業年度の業績、株主への配当、
従業員賞与水準等の事情を勘案して、取締役
会の決議によって決定し、支給。 
株式報酬は、持続的な成長に向けた健全なイン
センティブとして機能するよう、取締役会で承認さ
れた基準および手続に基づいて中長期の業績と
連動して自社株式および金銭を支給 
社外取締役その他業務執行を行わない取締役
の報酬は、取締役会で承認された報酬基準に基
づいて支給する月度報酬のみで構成。 
監査等委員である取締役の報酬は、監査等委
員である取締役の協議によって決定し、支給する
月度報酬のみで構成。 



６．ガバナンス 

6.7.取締役会の実効性評価のプロセスと経営課題 

取締役会の実効性評価（サステナビリティレポート） 

当社は取締役会の機能の現状を確認し、実効性
の向上につなげることを目的に、毎年度、取締役
会全体の実効性の評価を実施。 
 
2017 年度は、評価にあたり、前回同様、取締
役の自己評価を行いました。自己評価は、取締
役に対して実施したアンケートとヒアリングの結果を
もとに、取締役会で審議・決定。 
アンケートの質問項目は、外部の弁護士の監修の
もとで設定し、またヒアリングおよび結果の集計は
外部の弁護士により実施。 
 
取締役会では、前回の指摘事項を踏まえ、取締
役構成の見直し、審議基準の改定や社外取締
役に対する情報提供の充実等を行っていることか
ら、「 実効性は適切に確保されている」と確認する
とともに、2017 年6 月に監査等委員会設置会
社へ移行し、「モニタリング型」の経営体制を採用
したことを踏まえ、取締役会による監督機能をさら
に充実させる必要がある、という認識を共有。 



END 


